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　前回では岸田政権が新しい資本

主義で打ち出している，三位一体

の労働市場改革の全体像を取り上

げました。今回は，“三位一体”

の 1つ「個々の企業の実態に応じ

た職務給の導入」について論考を

進めましょう。（“個々の企業の実

態に応じた”は便利な言い回しで

すね。どんな場合でも，具合が悪

くなると，“個々の企業の実態に

応じた対応ではないので”との言

い逃れができてしまいます。）

 個々の企業の実態に応じた

職務給の導入

　さて， 5月16日の新しい資本

主義実現会議では三位一体の労働

市場改革と題する指針が決定され

ています。職務給を個々の企業の

実態に合わせて導入することで構

造的賃上げを行うとのこと。これ

により同じ職務であるにもかかわ

らず存在する日本企業と外国企業

間の賃金格差を縮小しようとして

います。具体的には年内（2023

年のうちに！ということですよ

ね？）に，職務給（ジョブ型人事）

について，人材確保のうえでの目

的，ジョブの整理・括り方，人材

の配置・育成・評価方法，ポステ

ィング制度，リ・スキリングの方

法，従業員のパフォーマンス改善

計画（PIP），賃金制度，労働条

件変更と現行法制・判例との関係，

休暇制度などについて，事例を整

理し，個々の企業が制度の導入を

行うために参考となるよう，多様

なモデルを示すとのこと。まずは

どのようなモデルが示されるのか

注目しましょう。

　それにしても岸田政権，公式文

書である指針の中にサラリとPIP

の文言が出現することに筆者は驚

きました。PIPとは，「業績改善プ

ログラム（Performance Improve-

ment Program）」の略語ですが，

“会社が期待する水準に届かない

社員の業績を改善するプログラ

ム”のことです。PIP開始の際に，

改善プログラムの内容を達成でき

なかった場合は，降格，降給，ま

たは解雇といった厳しい処遇を受

けることになっても異議を唱えな

いことをあらかじめ約束する（同

意書に署名する）のが標準的な手

法のはずです。外資系企業でよく

使われることから“外資の首切り

ツール”と巷間でささやかれたり

もしています。このPIPも年内に

モデルとして示されるのでしょう

か？

 日本特有の職能給と異なり，

1人ひとりのパフォーマンスは

必ずしも反映されない？

　指針では「ジョブ型人事（職務

給）の導入を行う場合においても，

日本ではスキルだけでなく個々人

のパフォーマンスや適格性を勘案
4 4

することも，あり得る
4 4 4 4 4  4 4 4 4

ことを併せ

て示す」という表現がありました。

“勘案することも，あり得る
4 4 4 4 4 4 4  4 4 4 4

”と

いうことは，岸田政権ではジョブ

型給与は 1人ひとりのスキルで金

額が決まり， 1人ひとりのパフォ

ーマンスや適格性は本来の日本以

外のジョブ型給与では反映されな

いと理解されているのかもしれま

せん。

　欧米はジョブ型給与です。多く

の企業では年 1回，Review（レ
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ビュー）といわれる人事考課が行

われ， 1人ひとりの給与額が見直

されます。異なるのは，日本はこ

れを“昇給”と言うのに対して，

外国では“給与の見直し（Salary 

Review）”と称するところです。

要は必ず給与が上がるわけではな

いという点でしょうか。欧米など

では日本以上に 1人ひとりのパフ

ォーマンスは厳格に反映され，適

格性については給与の見直しに加

えて，引き続き同社でその職務を

任されるか否か，要は雇用契約そ

のものの見直しにもつながりま

す。その意味では，実際は日本が

営々と続けてきた職能給以上に，

職務給では 1人ひとりのパフォー

マンスやその会社におけるその社

員の適格性が厳格に評価されるこ

とになります。

 岸田政権は職務給導入で

賃上げを実現したい。

そういえば安倍政権でも…

　日本の労働者の賃金水準の引き

上げを政策の最優先課題としたの

は岸田政権が初めてではありませ

ん。実は安倍政権から引き継がれ

ているものといえます。安倍政権

では，賃金水準が低い非正規労働

者の賃上げを，同一労働同一賃金

により進めようとしました。パー

トタイム・有期雇用労働法は2020

年に改正され2021年には中小企

業にも適用されています。しかし

ながら，法は改正されたものの，

法改正では安倍政権の思惑通りに

は非正規労働者の賃上げは進みま

せんでした。

　厚生労働省の同一労働同一賃金

のガイドラインでも，金額の大き

い基本給・ボーナス・退職金につ

いては，正規労働者の水準を意識

して非正規労働者の水準の引き上

げを積極的に進めようとはしませ

んでしたが，法改正以降に出され

た数々の司法判断では，正規労働

者は長期雇用による人材活用シス

テム下での雇用体系であるのに対

し，非正規は短期間の雇用契約下

における勤務・就労システムの雇

用体系であると整理しており，長

期雇用を前提とする正規労働者が

非正規労働者と比べて賃金等の労

働条件が有利になることをバラン

スがとれる範囲で認めています。

　さてさて，皆さんお分かりだと

思います。今回の岸田政権の職務

給の導入は，職務給が職務別労働

市場の均衡点で金額が決定される

ことから，職務給適用者は転職し

やすくなる。職能給とは異なり同

一企業内の長期雇用システムから

解放されることになる。安倍さん

が目指した同一労働同一賃金によ

る賃上げは職務給導入により一歩

実現が近づく。との図式のようで

す。そんなに簡単に世の中は変わ

るものでしょうか？

　筆者の直感では，内外の賃金格

差による日本人労働者の海外流出

を心配すべき職務は全体の 1割に

も満たず，大半の職務は，海外の

ほうが賃金が高いからといって簡

単に日本を離れ外国で働くのはな

かなか難しいように思います。と

はいえ，労働市場は閉鎖的よりは，

流動性が高く市場のメカニズムを

効率的に働かせるほうが結局は労

働者にとっても良いことだとは思

いますが，その達成は賃上げによ

る内外賃金格差の解消に求めるよ

りは，外国に比べると異常なほど

労働者保護に偏った解雇不能な労

働慣行に手をつけるべきではない

でしょうか。

　今年，岸田政権は人事関連では

これから様々な変更を試みようと

しています。歴代の政権が果たせ

なかったことにチャレンジする姿

勢には期待したいと思いますが，

日本の閉鎖的硬直的な労働市場改

革を考える場合，長らく政府内で

議論されている雇用契約の解消に

おける金銭的解決について明確な

方針を示さなければなりません。

これを示さずして，ジョブ型雇用

にこだわるようなことでは，政権

はあたかも労働者に会社を辞め転

職することを勧めているとしか思

えないように映ります。ある意味

では優秀な社員はできるだけ長く

働いてほしいという経営者の当然

の考えとは相容れない方向性を打

ち出しているように思えるのです。
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